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１．はじめに
労使関係は、現代社会の経済的・社会的格差
を典型的に現わす社会構造上の不平等な人間関
係である。現実的に、労働者の使用者に対する
従属的地位は、あらゆる社会・国家において本
質的な矛盾として、ここ数世紀以降の根本的な
社会問題となってきた。その解決策として、法
学上では社会法としての労働法学などの分野か
ら、法制度ないし広く社会政策において対応さ
れてきているが、いまだその根本的、本質的な
解決はなされていない（１）。
その状況のなかで、近年世界的にそして最近
わが国においても、こうした問題の効果的そし
て現実的改善をめざす各種の取り組みが打ち出
されてきている。例えば、近年殊に西欧社会で
の生活水準・消費動向の向上の反面、社会経済
状況の下降傾向から労働者全体の就労調整の必
要性、あるいは夫婦共働きを必要する女性労働
者の増加傾向など、労働界における旧来とは異
なる新たな環境整備が要請されてきている（２）。
この要請に対応すべく1990年代から諸外国で
登場し、わが国では2007年から国家政策として
推進され始めた“仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）＝Work Life Balance”（以下、
WLBと略称）を本稿の対象テーマとして、現代
の困難な状況下にある労使関係における問題把
握を行い、その効果的な問題解決特に労働者の
雇用・労働条件をいかに確保あるいは改善すべ
きか、この「WLBの方針」について法学（特
に労働法学）の立場から以下に考察するもので
ある。
付記　わが国の現時点での「WLB」の推進につき、行
政サイドでは、後述のとおり「仕事と生活の調和推
進のための行動指針」（平成19年12月18日）─「１行
動指針の性格」において、「『仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）憲章』で示す『仕事と生活
の調和が実現した社会』を実現するため、企業や働
く者、国民の効果的な取組、国や地方公共団体の施
策の方針を定める。」との用語を用いている。従って、
本稿では以下“WLB方針”と標記して行く。
２．WLB方針の推進体制
WLBと呼称する国家的規模で問題となる方
針は、その始めアメリカにおいて1980年代後半
からの経済不況下、企業の大量リストラによる
人材不足の解消のため、男女既婚・未婚を問わ
ず労働力確保が必要となり、殊に子育て世代の
就労への保育サポート対策から誕生したとされ
る（３）。つまり、新たに必要な労働力提供を容易
にすべく家事の負担をサポートすることによ
り、労働者の生活の満足度を上げ、それと同時
に企業の生産性を向上するビジネス戦略とし
て、労働者の仕事と私生活との共存に配慮すべ
き方針が打ち出された。
その方針の定義は、「企業において従業員の
仕事、家庭および個人生活を効率的に管理する
ことにより、彼／彼女らの幸福を満たすことを
目的とするような企業方針、プログラム、
サービスおよび態度」とされ、具体的な施策は
①柔軟な勤務形態、②保育・介護支援制度、③
休暇制度であったとされる（４）。
アメリカのこの方針は、1990年代になりグ
ローバリゼーション進行下のアメリカ経済の好
況に伴い、イギリスに影響を与え同政府により
“WLB社会”の実現をめざすことが重要な方針
とされた。その社会的背景として、①女性の社
会進出、②サービス産業化とIT革命、③EUか
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らの外圧が指摘される（５）。そして、政府によ
る取組みは特に①出産・育児休暇の改善、②保
育所整備、③労働法制の改正等の法整備が行わ
れ、国家的にグローバリゼーションの進行下で
競争力のある効率的で柔軟な労働市場を促進す
ることで、持続的な経済成長を達成する戦略が
あったとされ、一方で企業側としても有能な人
材確保のため労働者の家庭生活への配慮措置を
整備する要請が合致した結果とされる（６）。
この情況下で進められたイギリスのWLB方針
は、国民が仕事をしながら子育てや介護等の私
生活を両立しやすい社会を形成することで、労
働者の労働意欲や企業の生産性向上を実現する
結果が期待されており、さらにイギリスを始め
今日のEU体制下でのグローバルな経済好転傾向
への効果的な政策になっているといわれる（７）。
わが国のWLB方針の内容は、特にこのイギ
リスが「モデル」とされ、その「政府主導の条
件整備と少子化対策への効果という点で、日本
政府の注目を惹くこととなった」とされるとこ
ろである（８）。具体的なわが国の取り組みとし
ては、平成19年２月に内閣府に「仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する専
門調査会」が設置され、同年７月に「ワーク・
ライフ・バランス推進の基本的方向報告」が策
定された。同時に「仕事と生活の調和推進官民
トップ会議」が設置され、その下の「『働き方
を変える、日本を変える行動指針』」策定作業
部会によって、同年12月18日に「仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と、「仕
事と生活の調和推進のための行動指針」が策定
された（９）。
わが国で、イギリス・モデルに依るWLB方
針を当初行われ始めた理由は、上記の「報告」
を見ると平成16年10月から同19年２月の内閣
府・男女共同参画会議の「少子化と男女共同参
画に関する専門調査会」が男女共同参画の推進
（特に女性の就労拡大）と、少子化対策の推進
（特に子育て支援の充実）により「仕事と家庭
の両立支援や働き方の見直し」が国家的に急務
となっているとの情況分析がなされ、そこにイ
ギリスの当時のブレア政権でのWLB施策がわ
が国の参考として採り上げられたことから、イ
ギリス・モデルのWLB方針の推進が始まった
のは明らかである。
上のわが国の情況分析につき、まず「男女共
同参画」は国際的に大戦後1946年の国際連合第
１回総会で“女性の人権”に関する国際基準作
りを始めたのを皮切りに、その具体化をめざし
“国際婦人の10年”を標語に1975年（メキシコ・
シティ）で第１回「世界女性会議」を1995年（北
京）まで４回開催し、同年を“国際婦人年”と
記念して世界的スケールでの取組み体制を整え
た。その途次1979年の国連第34回総会で「女性
差別撤廃条約」が採択（1981年発効）、わが国で
は昭和60年に発効となった（10）。それを受けて
平成11年「男女共同参画社会基本法」が前文に
「男女平等の実現に向けた様々な取組みが国際
社会における取組とも連動しつつ、着実に進め
られ…」と宣言するに至る（11）。
次いで、情況分析が捉えた「少子化対策」は、
先ず厚生労働省が平成14年「少子化対策プラス
ワン」を発表し、男女各労働者の家庭生活と両
立する働き方の見直しと多様な働き方の実現の
方針を打ち出した上、その具体化をはかる目的
で平成15年「次世代育成支援対策推進法」（平成
17年施行、10年間の時限立法）を公布した。その規
定内容の要点は、常用労働者300人以上の事業
主は同法に依る行動計画の策定とその厚労省へ
の届出が義務となり（300人以下は努力義務）、そ
の施策の要点は①計画期間、②達成目標、③実
施内容と各期間を設定し、具体的には「指針」
により労働者の仕事・子育て両立、企業全体で
の取組み、企業の実情を踏まえた取組み、各取
組みの効果、社会全体による支援、地域の子育
ての支援等を視点とすべきとされ、「企業の社
会的責任」が強く要請されている（12）。
以上のように、国際的・国内的に社会運動
的・政治行政的・法律制度的に展開されつつあ
るWLB方針の推進につき、わが国では現時点
においていかなる取組みがなされているか、そ
の基本的な根拠を確認しておきたい。
その根拠の第一として、前述した「WLB憲
章」（平成19年12月18日）をみると、その内容はま
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ず〔いま何故WLBが必要なのか〕として、仕
事と生活が両立しにくい現実のなかで、仕事の
安定や経済的自立ができず、仕事の疲労が健康
を害しかねず、仕事と家庭での子育てや老親の
介護との両立に悩むという問題を指摘する。そ
の背景として、正社員と非正社員との二極化、
共働き世帯の増加と変わらない働き方・役割分
担意識、仕事と生活の相克と家族と地域・社会
の変貌があるとする。
このような問題に対して、多様な働き方の模
索、多様な選択肢を可能とするWLBの実現、
有能な人材確保・育成・定着を高める明日への
融資を共通認識として、官民一体となって取り
組むとする。ここに問題を提起すれば、現状認
識として現在のわが国において多数国民たる労
働者の社会的諸条件は極めて不遇な現実にあ
る。昨今の社会経済状況以前に生活手段として
職場への就職を得る時点から、労働者全般とし
ての従属的地位さらに男女間の賃金を中心とす
る労働条件の男女差別は普遍的で、現今さらに
深刻な情況が顕著になって従来の職場・雇用の
新たな取組みに活路を求めるには困難がある。
従って上記した労働者が自ら多様な働き方、そ
の選択肢の可能性、能力を生かせる就労等つま
り労働者側の主体的な生活形成は期待できない。
憲章の内容は、次いで〔WLBが実現した社
会の姿〕として、それは「国民一人ひとりがや
りがいや充実感を感じながら働き……家庭や地
域生活など……人生の各段階に応じて多様な生
き方が選択・実現できる社会」とし、①就労に
よる経済的自立が可能な社会、②健康で豊かな
生活のための時間が確保できる社会、③多様な
働き方・生き方が選択できる社会であるとす
る。ここに問題は、社会の姿として国家経済そ
して国民生活の水準が、たとえそのいう次元に
至ったとしても、人間関係の実態が例えば社会
階層的に断絶した不平等を残したり、あるいは
国民的差別意識等の過去の社会実態なり社会意
識の残滓なりを払拭されなければ、それは単な
る理想論としかいい得ないであろう。国家・社
会の変革は、この問題に関していえば国家的体
制の根本的な整備そして国民的意識の抜本的な
向上を前提とする必要があると考える。
「憲章」内容は、さらに〔関係者が果たすべ
き役割〕として、まず労使を始め国民間で積極
的に取組み国や地方公共団体が支援することが
重要であり、さらに企業の取組みから社会全体
の運動として拡大していく必要があるとする。
そして、その当事者は（１）企業と働く者、（２）
国民、（３）国、（４）地方公共団体の順として
いる。ここに問題は、この国家的方針の推進は
いうまでもなく国民全体を当事者とし、その総
括として国家が展開する取り組みであり、そこ
での取組みの端緒は国家自身に責任が負荷され
ることである。そこに「このような社会の実現
のためには、まず労使を始め国民が積極的に取
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り組む
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…」（傍点は筆者）べしとすることには、本
末転倒といえる考え方の間違いがあろう。
わが国のWLB方針の現時点における取組み
として、上述の「憲章」内容を具体化した「WLB
推進のための行動指針」（「憲章」と同年同月同日策
定）は、特に「憲章」のいう〔WLBが実現した
社会の姿〕の①、②、③につき次のように述べ
る。まず①で若者や母子家庭の母等が就業でき
経済的自立を図れるよう、正規雇用の公正な処
遇や能力開発機会の確保、②で健康で豊かな生
活のための時間が法令や適正労働時間・年次有
給休暇制で確保され、業務の生産性や取引契約
等のあらゆる面でWLBが考慮される必要性、
③子育て期や中高年期の各段階での多様な柔軟
な働き方の制度が必要条件とする。ここに問題
は、国民の多くが労働者として職場での就労を
通して、健康で豊かな生活を形成するに必要な
社会的条件が問題となるのであり、これらの国
民に必要な生活条件をどのように充実していく
かの方途はまったくみられない。
ただ、その後に取組みの主体として「国と地
方公共団体も、企業や働く者、国民の取組を積
極的に支援するとともに、多様な働き方に対応
した子育て支援や介護などのための社会的基盤
4 4 4 4 4
づくりを積極的に行う
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（傍点は筆者）とすること
はまさに妥当であろう。このことがWLB方針
として基本的な推進内容になるといえよう。そ
して、「企業の取組」として「経営トップがリー
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ダーシップを発揮し、職場風土改革のための意
識改革、柔軟な働き方の実現等に取り組む」、
「企業は雇用管理制度や人事評価制度の改革に
努める」等は具体的に有効な提言といえる（た
だし、ここでの「働く者」の役割は無用であると解する）。
さらに主体としての「国の取組」につき、「・
全国や地域での国民の理解や政労使の合意形成
を促進する。・法令遵守のための監督指導を強
化する。・働く者等の自己啓発や能力開発の取
組を支援する。・若者や母子家庭の母等、経済
的自立が困難な者の就労を支援する。・労使に
よる長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促
進など、労働時間等の設定改善の取組を支援す
る。・多様な働き方に対応した保育サービスの
充実等多様な子育て支援を推進する」等の具体
的方針も有効であろう。こうした内容に限定す
る限り、本「行動指針」そして前掲の「憲章」
はWLB方針における労働者としての国民の生
きがいと安心をもてる充実した生活を、職業と
しての労働を通して実現できる基盤を得られる
ことになろう。従って、現時点で示される「憲
章」および「行動指針」の内容は、上述の意味
に限定して受け止める必要があると考える。
３．WLB方針のわが国取組みの実情
上に考察してきたWLB方針のわが国での取組
みの体制は、その「憲章」と「行動指針」に基
づき内閣府の「WLB推進室」を中心に組織され、
そこに厚生労働省、各自治体、企業、労働者団
体、国民一般等を包含する試みとして、平成20
年から“カエル！ジャパン”をキャッチフレー
ズに“国民運動”として進められ始めてはいる。
同推進室は、「国としては、WLBを実現させる
ため、育児・介護休業制度の見直しや、次世代
育成支援対策推進法や労働基準法の改正内容の
周知やこれらに基づく企業の取組の支援など、
制度的な枠組みの構築や環境整備などの促進・
支援策を積極的に取り組むと同時に、国民運動
による気運の醸成を図っている」（13）とする。
この具体的な取組みの一環として、厚労省の
委託を受け社団法人・全国労働基準関係団体連
合会（以下全基連）等から、WLB方針の内容や
取組み方の案内、さらに実際に取組みつつある
職場の事例等の公刊が行われている（いずれも労
働調査会出版局編）。まず、そこで取上げられて
いる具体的な問題点を整理すれば、（１）労働
時間制の改善─①時間設定の労使協議、②弾力
的な時間制（変形労働時間制、フレックスタイム制）、
③裁量労働制、④所定外労働、（２）年次有給
休暇制の装励─①自由利用原則、②不利益取扱
い禁止、③計画年次の活用、④各種年休制度の
設定（半日休暇、閑散期休暇、アニバーサリー・メモ
リアル休暇、未取得年休積立制度）、（３）育児・介
護休業、看護・配偶者出産休暇の奨励─①就労
調整の対応、②始・終業時刻の弾力化、③事業
所内託児所の設置、④男性従業員の育児参加支
援、（４）健康管理体制の措置─①定期健康診断、
②治療・通院時間、病気休職への配慮、③職場
復帰支援、④長時間労働者への健康確保措置等
があげられよう（14）。
これを受けて、各地の企業はその事業内容、
従業員数、経営方針、将来構想等を踏まえた上
でWLB方針の取組みに着手しているところも
ある。それらの状況の分析結果として、「本書
で掲載した13社の取組みには、それぞれ多様な
ものがあるが、少なくとも、どの企業も、
WLBの考え方─多様なライフスタイル、ライ
フステージに合った働き方の選択肢を広げ、働
く環境を整えること─を肯定的に捉えている。
多くの場合、WLBを、優秀な人材の確保・育
成、従業員のモチベーションの向上、生産性の
向上、効率化といった観点から、積極的に経営
戦略として取り組んでいる」（15）と捉えている。
こうした実際の企業の取組みを奨励し効果的
な成果を実現するとして、国は前述のとおり委
託事業として全基連への具体的な労働時間等の
設定を改善するのに必要な知識・経験をもった
“診断アドバイザー”（社会保険労務士等）を企業に
派遣して、「診断指標」を用いて労働時間、休
日・休暇等の現状を把握し、そこにWLB方針
の推進上の問題点とか阻害要因を明らかにし、
その改善を奨励し手法等を提案、実践上の指
導・助言をして企業への取組み支援を行なう。
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さらに、全国にわたる企業の効果的な取組み
を進めるために、各都道府県を代表する企業二
社をモデルとして依頼・指定して、そのモデル
企業の各社に①労働時間や休日休暇の実態や管
理職・従業員の意識を調査・分析、②可能な限
りの取組み（年休取得率５％向上、５年後消化
率７割とか、ノー残業デー週２回など実施）奨
励、③それら方針の計画作成と実行状況、達成
度合いの確認等を指導する“コンサルタント”
を参画させ、企業と国（行政）との関係調整を
行いつつWLB方針の具体化をはかる取組みも
行われる（16）。岩手県でも全国47都道府県と歩
調を合わせ県内所在の（A）非製造業と（B）
製造業の二社をモデル企業に指定し、WLBの
各方針の設定とその取組みの推進を実行するこ
とを平成20年７月から開始した。
筆者は、本件につき岩手労働局および全基連
岩手県支部から“推進コンサルタント”の委嘱
を受けて、上の（A）、（B）二社各々の企業実
態の調査を踏まえ将来に向けた方針設定と取組
み推進について、同年12月までの間に両社を訪
問し各々の取組み担当部門との話し合いを重ね
るいう形で、県内企業のまさにモデルとなるべ
き内容を整えるべく指導・助言を行ってきた。
その結果、各二社によって検討され立案の上取
組みへと推進されつつある方針は、平成21年２
月に岩手労働局・岩手県WLB推進会議から「岩
手・WLB推進プログラム『WLBの実現に向け
て（提言）』」としてとりまとめの上公表されて
いる。
その内容の概要を示すと、まず岩手労働局・
同県推進会議はこのプログラムの「趣旨」とし
て“WLBについて考えていくことは一つの大
きな流れとなっており、「憲章」および「行動
指針」を踏まえ平成20年７月に本会議を設置し、
労使をはじめ地方公共団体、学識経験者等から
広く意見を求め、地域の実情や県民性にも配慮
したWLBの実現に向けた提言を取りまとめた”
（ 要 旨 ） と し、 続 い て「 第 １、 い ま、 な ぜ、
WLBなのか」として「（１）進む少子高齢化」“若
年者、女性、高齢者等の労働市場への参加を促
す”、「（２）ライフスタイルの変化」“女性の社
会参加が進み、共働き世帯が増加し……働き方
や子育て支援などの社会的基盤は……対応でき
ていない”「（３）就業環境の変化」“年間総実労
働時間数は……目標を概ね達成したものの、一
般労働者だけの数字でみると、依然として労働
時数は短縮していない……”“男性が……育児・
家事に従事した時間は……非常に短い……女性
の負担が大きなもの”、「（４）明日への投資」“企
業が……WLBの実現に向けた取組をすること
が優秀な人材の育成・確保を図るためには特に
重要……”（以上の“ ”部分は要旨、以下も同じ）との
提言を示した。
さらに、「第２、岩手・WLB推進プログラム」
として、その内容の重点目標を以下の５点にと
りまとめている。すなわち「１：年間総実労働
時間を、平成19年度の1,943時間から、平成24
年度までに、1,850時間に…特に、所定内労働
時間については、1,780時間から1,700時間に短
縮…」をめざし、そのための「実現プログラム
─１．休日を増やそう、２．『仕事の棚卸し』
と『仕事の選択と集中』、３．『ノー残業デー』
の設定」を挙げる。重点目標の「2：年次有給
休暇の取得率を、平成24年度までに60％に高め
…」るとし、そのための「実現プログラム─１．
年休の計画的な付与、２．年休取得予定表の作
成、３．支援部署（推進担当者）の設置」を挙げ
る。重点目標の「３：女性の育児休業取得率を、
平成18年の77.8%から平成24年に80％に…男性
の取得率…を平成24年に5％、平成29年に10％
に引上げ…」るとし、そのための「実現プログ
ラム─１．規程の整備と制度の周知、２．休業
中の仕事のカバー、３．休業中の経済補償、
４．職場復帰プログラムの設定、５．男性の育
児休業取得率の促進」を挙げる。重点目標の
「４：子育てしやすい環境を整備…」するとし、
そのための「実現プログラム─１．周知と啓発、
２．一般事業主行動計画の策定と実行、３．具
体的な対策─①短時間勤務、フレックスタイム
制度の導入、②部分的在宅勤務制度の創設、③
労働時間の弾力化、④育児支援措置」を挙げる。
重点目標の「５：労働者のライフスタイルに合
わせた特別休暇制度を創設…」するとし、その
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ための「実現プログラム─１．地域や会社の実
情に応じた休暇制度などの創設─①地域（企業）
特別休暇制度導入、②目標達成休暇制度の創
設、③地域活動参加等の評価、２．リフレッ
シュ休暇制度の創設、３．育児等支援特別休暇
制度の創設」を挙げる。
以上が、特に行政サイドからの岩手県におけ
るWLB方針の、平成20年度開始当初の取組み
の途中経過報告たる「岩手・推進プログラム」
である。その策定の基礎として、筆者が推進コ
ンサルタントとして実際に岩手県のモデル企業
とした二社への訪問、指導、助言を行った内容
を、以下に述べておきたい。まずA・B両社へ
の筆者の対応の姿勢として、WLB方針につき
その内容を理解して実際の取組みを考えている
かの点から、その必要性を確認して具体的取組
みに着手しているかの点への展開過程を中心に
実情聴取、情報提供、計画策定そして実践への
指導・助言を平成20年７月から12月にかけて
行った。
各社毎のその内容は、まずA社については、
この方針の取組みを同業種他社との調整と社内
労働者側との協議を踏まえつつ、具体的実施内
容の周知をはかることを基本として以下の方針
を策定した。「スローガン」としては「個々人
の多様な個性を活かすことで、働きがいを実感
できる職場環境を整える。」とし、「アクション
プログラム」として、「WLB推進のため、問題
点を把握しその改善策を検討─ボランティア休
暇（年間６日）、裁判員休暇、有給休暇として忌
引（３日〜10日）、結婚（５日）、転勤（４日）、公
傷（最大３年）、災害（７日以内）を導入している」、
「多様な働き方を推進する取り組みとして、育
児・介護にかんする制度・環境の整備を検討─
積立傷病休暇（未使用年次休暇を最大50日積み立て、
私傷病時連続20日以上）を導入している」、「年次
有給休暇の取得率向上策を検討─連続休暇制度
（長期・１人年間１回連続７日間、短期・１人年間１回
休日と連続し24日間）」、そして「時間外労働の改
善を、当面、19年度対比５％減を目標に進める
─定時退社ウィーク（毎月２日と８月に１〜２週
間）、ヒアリングの実施（最終退社時刻原則午後８
時としその後報告求める、時間外労働が多い部門から人
事部ヒアリング実施）」が立案・実施をみている。
次いでB社については、岩手県内の独自業種
の企業であり中央との営業活動の関係が深いこ
とから、既述の平成15年制定の「次世代育成支
援対策推進法」の内容と必要性を確認し、労使
協議を踏まえて労働協約を補完する協定書とし
て、平成19年１月に「『出産・育児』と『復職・
両立』のためのしおり」を作成し社内各部署お
よび全社員に対する周知徹底をはかっていた。
その内容は、１．妊娠から出産まで─女子社員
の就労の配慮措置等、２．産前・産後休暇─出
産祝金、育児一時金（出産費用）、同手当金、育
児休業給付金等の支給、育児休業（休職）期間
の社会保険料免除等、３．育児休職期間─女性
は産後休暇８週間以降必要な期間、男性は配偶
者の産前・産後も含め取得可能等、４．職場復
帰までの準備─復帰前と復帰後のプログラム
（上司および看護師による面接等）、５．仕事と家庭
の両立支援制度─育児一定期間シフト制等、
６．雇用管理ルール─産休、育児休職、育児短
時間勤務による評価（本給・賞与の査定）等を明
示し、その全体のねらいとして末尾に「日本で
は男性は仕事、女性は家庭を守るという役割分
担の文化が強く、その部分から意識を変えてい
くことの重要性が顕在化し、『男性の育児参加』
を促進するというテーマに結びついています。
会社としても、男女による性差に関係なく、社
員のWLBを大切にする制度の導入や意識付け
に取組んでいきます」としている。
同社に関する筆者の指導・助言としては、以
上のいわば先端を行くWLB方針を確実に推進
するための細部を補完しつつ、全体の着実な推
進を奨励することに終始した。その結果、同社
は「スローガン」として「WLBを推進して従
業員の働く意欲を高める。モデル企業として現
場から更に活動を前進させ、企業のイメージを
高める」とし、「アクションプログラム」として、
「出産、育児、介護に関わる支援制度の活用促
進─上記しおりの周知徹底、育児・介護求職の
期間延長（1.5年・１年から３年へ）、育児のための
シフト制（事情により出勤、退社時間を15分単位で60
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分まで遅くする）、配偶者出産休暇（１回の出産につ
き５日間の有給休暇制度）、医療休暇（繰越し年次休
暇を医療休暇として最大60日、育児休暇として10日間利
用可能）」を定める。「労働時間の管理の充実と
過重労働の防止─労使による時間管理委員会の
開催（月１回、２つの部を対象に部長、課長が構成す
る『時間管理委員会』に労働組合役員を交えて改善策を
検討）、年次有給休暇の取得率の向上（60％への
引上げを目標）」を定める。「No残業デーの推進
による意識への働きかけ─労使による巡視の実
施（毎週水曜日をNo残業デーと定め、担当部課長を決
め労働組合役員と共に巡視し、早期退社を指導する）」
を定めている。
以上、岩手県におけるモデル企業二社の
WLB方針の取組みは、まず同方針自体の職場
全体の周知徹底をはかりつつ、特に社員の育
児・介護等の家庭生活の役割の充実、年次有給
休暇の多様な制度創設と取得奨励策の実現、労
働時間の家庭の役割と健康確保の目的からの削
減を中心に実行され始めている実情が確認され
たところである。特に、二社中のB社では、同
方針の職場全体としての周知・取組み開始が既
述の2003年から計画立案〜 '05年社員へのアン
ケート実施〜 '06年その集計を経て〜 '07年「し
おり」作成・配布の上〜就業規則に“第11条：
短時間勤務（３才未満の子の養育及び家族病気介護１
日２時間、妊婦社員の始・終業時間─１日１時間）制
度”や、“第22条：医療休暇（年休の残日数の60日を
家族介護も含める）制度”を明定する等、当地域
での同方針の先端的取組みがみられている。
４．WLB方針推進の現在の問題点
WLB方針の国家政策としての本格的取組み
は、既述の「憲章」および「行動指針」の策定
に依るといえるが（平成19年12月18日）、国民の職
場における労働者としての生活と家庭における
人間としての生活につき、同次元の調和される
べき価値を有すると考えるのは当然であり、国
家・社会的政策以前に対応すべきこととして実
際に先駆的企業等において、個別的・部分的と
はいえ取組みが行われてきた事実は、前節まで
の全国的・地域的職場の実例でも明らかである。
ただし、本来、職場における労使関係は、そ
の地位の特質として使用者の独立性と、労働者
の従属性との現実的に相異なる不平等関係にあ
り、従って、両者が同一職場で日常的に生活を
営むには本質的に利害対立を現わす当事者であ
り得る（17）。ところが、近年になり経済的グロー
バル化なる経済流通の国際的拡大という社会情
勢の激変に伴ない、使用者としては有能な人材
の継続的確保、人材の能力のさらなる向上、そ
の有効な発揮の奨励等による飛躍的な生産性の
拡大をめざし、地方、労働者としては安定した
就労機会の確保、労働条件の質的向上、労働を
通した生活の価値確認等による生きがいのある
人生の獲得をめざすという、結局、職場運営
（企業経営）と労務遂行（労働生活）との利害
調整の必然的状況が現われてきている（18）。
これが国際的・国内的な規模で展開される当
WLB方針の取組みと捉えることができよう。
従って、この取組みにはまず理論的な条件とし
ていわば二段階の乗り越えるべき問題があると
いえる。その一段階は、上述の労使関係の事実
上の特質たる独立性と従属性の不平等の問題で
ある。人間の集合された組織体で全体の方針を
構成員全員に共通のものとして実現しようとす
る時、その構成員間に立場の本質的相違とそれ
に伴なう利害対立が存在する場合、方針の実現
は当然に困難なこととなろう。ただ、そこには
程度の相違もあり得るのであり、諸国家の労使
関係の実態毎の相違を考慮する必要がある。
まず、既述したWLB方針の先駆といわれる
アメリカでは、ニューディール政策立法として
1935年「ワグナー法（全国労働関係法・NLRA）」
が制定され、その要点（第７条）は、「被用者
の団結する権利、労働団体に加入・組織・支援
する権利、自ら選んだ代表者を通じて団体交渉
をする権利、団体交渉またはその他の相互扶
助・保護のために団体行動をする権利を保障す
る」とした。その後同法は1947年「タフト・ハー
トレー法」として修正され、やはり　部分は
“mutual aid or protection”として効力を発す
る。さらに、同修正法ではその部分を展開する
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趣旨の文言として、団体交渉そのものを「誠実
に」“in good faith”行うべきことを義務づけた
（第８条─d）。この意味は「両当事者は、単に会
見して協議するだけでは足りず…意見の相違を
調整して合意に至るよう、真剣に努力しなけれ
ばならない。相手方の主張を拒否するばかりで
何ら合理的説明や対案を示さないような場合
は、誠実な交渉とは認められない」（19）との“誠
実交渉義務”を明文化した。つまり、アメリカ
の自由主義体制は、現代社会の労使関係の独立
性・従属性の不平等関係を労働者の団結保障の
早くからの法認を経て、労使当事者が職場で対
峙する地位を平等に形成する次元にまで向上さ
せてきている。
さらに、わが国WLB方針のモデルとなった
イギリスでは、労働立法の世界の先駆けとされ
るように、最も早く1871年の「労働組合法」（労
働者の団結保障）、1875年の「共謀罪・財産保護法」
（労働者の団結行動の刑事犯罪非該当措置）、1906年の
「労働争議法」（労働争議行為の違法性阻却措置）等を
中心とした労働者の従属性への法的特別措置の
諸立法がなされ、「イギリス労働法の特質は、
資本制経済の発展に対応しつつ、その直接的否
定をめざすという端緒的形態から次第に自己を
そのうちにおいて順応せしめながら展開すると
いう、極めて漸次的な発展をたどったこの国の
労働組合運動の性格を直接反映する…イギリス
労働法は、いわば労働運動によって自生的に築
き上げられたところを基礎としてそれを容認
し、かつその成果を保障するところに成り立ち
…正しくイギリス的である…」（20）とされる。つ
まり、イギリスの伝統的労使関係は、そこに独立
性・従属性の不平等関係を労働組合運動に基づく
労使交渉の積み重ねを経て、労使当事者双方の自
主的関係形成として平等化させてきている。
このように、アメリカおよびイギリスにおい
ては、上に提起した一段階の問題は現在労使関
係の実態において、職場の組織全体にわたる労
使当事者双方の共通課題への取組み上困難なも
のではなくなっている。従って、両国共に既述
のようなWLB方針の先駆的取組みを遂行する
につき、直ちに二段階の問題へ展開し易い条件
を備えている。この二段階は、上述の近年の労
使関係をとりまく経済流通の拡大情況、生産体
制の量・質的変化、企業構造の効率的改変等を
労使共同体制により乗り切る条件整備の問題で
ある。企業ないし産業内の労使体制として、こ
のような問題への対応の現時点での制度は“労
使協議制”、“労使協定”等が挙げられる。これ
は、前述のとおりアメリカやイギリスにおいて
は基本的に法制度でもあり、これらの基盤の上
に現実的な可能性と実効性が確保されているの
である。
ところが、わが国では、労使関係における一
段階の問題が解決をみる情況にはない。戦後、
現行憲法の下労働基準法をはじめ民主的労働法
制が整備されてきたが、それら法内容は旧来か
らの労使関係の事実的独立性・従属性の不平等
を、「労働者が人たるに値いする生活を営むた
め」「労働者と使用者が対等の立場において決定
すべき」（同法第１条１項、第２条１項）ことを目ざ
し、「労働者がその労働条件について交渉する
ために…団結…団体交渉をすること…を助成す
る」（労働組合法第１条１項）との規定を主に実現
させようとしている。この法的基本構造は、“労
使当事者の間で労働者が人間らしい生活を営む
には使用者と対等の立場で自ら交渉すべきで、
当然そこで従属的という不利な立場であろうか
ら団結を基礎に交渉してもよい”との主旨なの
である（21）。従って、現在わが国では上述した
アメリカやイギリスと異なり、労使関係の同次
元的関係形成の制度例えば“相互扶助・保護の
権利保障”、“誠実な労使交渉”、“労使間の自主
的関係形成”等を直接リードする法制度は何ら
存しない（22）。
現実に不平等な労使関係において、上述の法
制度の下でWLB方針が国家行政の主導のまま
に取組みが始められたことにより、わが国では
諸外国の二段階目からの取組みに比べ、一段階
および二段階の問題をクリアーしなければなら
ない困難が本質的に伴ってくる。このことに関
し、「日本がWLB施策が注目され始めた…経緯
が示しているのは、第一に…男女共同参画の推
進と少子化対策、つまり働く女性の増加を推進
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しつつ同時に出産と子育て支援を促進する文脈
から生じ…それは欧米社会…高い女性就業率…
少子化対策…とは異なり、日本に特異な文脈で
ある。したがって第二に…日本の文脈では、少
子化対策をWLB施策に先立つ経緯として捉え
直す必要がある」（23）との指摘が妥当する。
現在のわが国WLB方針の内容がもともとこ
のような実態的、法制度的情況において論じら
れたことにより、当初から同方針の取組みは一
段階の対応に集約せざるを得ない実情となって
いる。このことが、既述第２節で指摘した「憲
章」内容の〔いま何故WLBが必要なのか〕と
して“わが国に仕事と生活が両立しにくい現実
がある”とか、〔WLBが実現した社会の姿〕と
して“国民が人生の各段階に応じて多様な働き
方が選択・実現できる社会”とか、〔関係者が
果たすべき役割〕として“まず労使を始め国民、
国・地方、企業から社会全体の運動に広げる必
要あり”との方針とされている。ここには、二
段階の取組みの方針つまり基本的に労使関係に
おいて両当事者が具体的に平等・対等の立場に
立ち、労働者たる国民が職場の仕事遂行を通し
た生活そのものの価値を高める必要性は浮かび
上がっては来ないことになる。
さらに、「憲章」内容の具体化たる「行動指針」
でも、既述の通り①“正規雇用や能力開発の確
保”②“労働時間の適正化や年次有給休暇の確
保”、③“多様・柔軟な就労制度”が並べられ
るのみで、その推進当事者を“企業・経営トッ
プ”のみとしている。方針の具体化であるべき
「行動指針」において、問題提起されているの
は結局一段階の取組みのみである、その後の次
元の取組みたる二段階について、例えば労使関
係の平等・対等な立場を本取組みに関しいかに
形成すべきか、その基盤の上に労使当事者およ
び職場全体として政策協議・立案・実行体制等
をいかに樹立するか、そして、職場としての統
一された方針の内容を労使個々の当事者が責任
主体として自主的に実行して行くことを職責と
していかに奨励するか等の効果的な取組み推進
の可能性は現在のところみられない（24）。
その現時点におけるわがWLB方針の取組み
の具体的な情況につき、まず全国的規模での実
情の報告が最近の『ジュリスト』誌（2009年８月
１・15日号、No.1383）に特集掲載されている。そ
れは、全国三市（各々が行政機関であることから、
地域内の企業への実施奨励と、自らの職場としての取組
みの複合した内容が紹介されている）と企業一社の
取組み事例であるが、三市のうち（１）札幌市
は平成20年７月から“WLB取組企業応援事業”
として“認証企業の取組度を１〜３段階で設定
し”、“推進アドバイザーを派遣し”、“育児休業
取得者への助成金支給をする”という（この１
年間で認証企業数100社、助成金支給は平成21年６月現
在６社から申請ありとの状況という）。特に、市内の
認証した病院と会社の紹介あり、前者は看護士
の“育児休業制度”を取り入れ、その後の“職
場復帰プログラム”も用意し、“院内保育”を
整備する“理想”に向けた“従業員の意識レベ
ルの改善に努める”としている。次に、後者の
会社は“以前から労働環境の充実を望む声が
あった”なかで、“残業時間減少”と“休日出
勤後の振替休日”が為されているが、アドバイ
ザーの全体の評価は“現在の経済状態を考えれ
ばWLBに取り組むだけの余裕がない企業が多
い”とする（25）。
三市の（２）横浜市は平成20年度「次世代育
成に関する市民意識調査」の結果、WLBを
56.2％が「全く知らない」との実情を踏まえ、“保
育や子育て支援”と“中小企業への取組推進”
を両輪に、民間組織「WLB推進実行委員」（平成
19年７月発足）との連携の下に“今後の方向性を
検討している”とのことで、“不況を迎え、雇
用情勢の悪化が地域の中小企業で特に深刻な状
況にある昨今の状況を踏まえると、企業への
WLBの普及・啓発の在り方の見直しも必要で
あろう”と厳しい指摘もみられる。
三市の（３）北九州市は平成20年12月に「北
九州市WLB推進協議会」を設け、“行政から企
業・市民に働きかける形から一歩踏み出して、
まちづくり、暮らしづくりの視点から企業労
使、市民、行政が地域で一体となって進めるこ
とが望ましい”との立場から、①実態調査、②
地域運動、③企業の取組支援、④モデル事業の
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予定（いずれも計画段階）”の内容を掲げている。
そして、その実現に向けては、“自治体の取組
にも企業の取組にも「定石」「標準作業手順」が
なく、手探りの難しさがある”と困難さの指摘
もある。
次いで、企業一社（４）ニフティ K・Kはイ
ンターネットサービスプロバイダー（ISP）業
種で主に消費者向けにインターネット接続
サービス等の提供を営業内容とし、「次世代育
成支援対策推進法」（平成15年７月制定）に沿った
行動計画を平成17年から発足させ、同19年から
第二期行動計画として“社員が仕事以外で得た
価値観や想像力を仕事に活かし、心身共に健康
にいきいきと働く制度改善”、および“会社が
人材を最大の資産と考え、社会的責任を果たし
つつ、企業として存続してゆくために積極的に
取組んでゆく”との目標を掲げるも、現実の取
組みのなかで、“経営陣にとっては、WLBが「生
活を優先して仕事を疎かにすることで楽ができ
る」との「怠け者の言い訳」に使われてしまう
のではないか、との危惧が大きく、実は社員か
らも同様の声を聞くことがある”との否定的な
指摘もなされる。
全国に次いで、岩手県の実情について筆者が
推進コンサルタントとして関わった既述の二社
の実態を指摘すれば（26）、まずA社の取組みの
部署が人事部でありWLB方針の対外的接渉お
よび内部的検討・実施の全てを同部が専権的に
担当する体制である。当然そこでの上部組織・
権限は取締役で統括されるもので、方針の具体
的内容の立案、作成、実行の取組みは取締役会
と人事部との組織体制の上下関係のなかで基本
的に進められることになる。
現場労働者の立場からの意思・意見は、同社
の場合労働組合との団体交渉で表明されるのみ
で、従ってWLB方針の企業内労使交渉は単な
る労使協議の議題でしかない。この交渉が基本
的に労働者の労働条件に限定されると労働組合
法上の労働協約の効力をもつが、WLB関係の
交渉であればそれとは主旨が異なり、それは法
的効力なしの“労使協定”であり企業体制上何
ら重要性をもち得ない（27）。
それと同様の問題は、同県B社においても共
通することである。B社のWLB方針の担当部署
は専ら総務部であり、その企業内の取組みの体
制はほぼ基本的にA社と同様である。ただB社
では、その取組みの社員への早くからの周知、
意見聴取、総務部員の個別的交渉等をきめ細か
く実施する試みをしており、社内慣行として
WLB方針に関する社内協議会、検討会議、推
進会議等が実質的に行われ、既述した同方針の
実施に関する“しおり”等の内容豊富な文書配
布・通知等も実際になされている。しかし、こ
の情況も単なる“社内慣行”であり、企業体制
として構成員の全てが同価値の下に生きがいの
ある職場生活を形成すべき恒常的体制としての
法的制度づくりにはなっていないとみられる。
以上に述べてきた現時点でのWLB方針とは、
国家レベルで職場を基礎とした国民の新しい生
き方を推奨する方針の、単なるPR活動と意義
づけられるのではあるまいか。ただし、こうし
た方針の内容・目的自体は必ずしも無意義なも
のではなく、現時点ではその推進に数々の問題
をクリアーしつつ前進させる価値は重いものと
捉えられよう。そうした考えの下に問題の所在
を指摘してきたところである。
５．おわりに
WLB方針は、初めアメリカの経済不況下企業
生産力増強のため労働力確保たる政策からス
タートし、イギリスの経済拡大情況の企業競争
力確保による弊害発生への労働力政策を経て、
わが国で平成19年立案の「憲章」と「行動指針」
によって、国家的取組みとして推進され出した
職場を通した国民の生活の質向上の政策である。
その先駆となるアメリカでは自由主義体制の
下労使関係の当初からの自由交渉による職場体
制の整備が為され、その先行する実態を法制度
（ワグナー法等）で自由な労使交渉の基礎とし、
またイギリスでは労働者の組合運動の長い歴史
から労使安定の法制度（労働組合法等）の伝統的
労使交渉の基礎を整えてきた。その影響の下に
打ち出されたわが国のこの方針は、米英の法制
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度とは全く次元の異なる段階を基礎とし提唱さ
れ出した。つまり、現在わが国には労使当事者
が職場全体の問題につき同次元＝労使協調の立
場で取組む法制度はない。
従って、これら問題の対処の当事者たる労働
者は何らの社会・職場制度上の立場なく、単な
る会話として意思表明することしかできない。
つまり、労使協議制による労使協定の法的根拠
を具備し得ないのである。WLB方針を職場・
社会の制度として形成するためには、米英のよ
うに労使当事者を法制度として関係づける基礎
を整えて、その上に協議・協力・協定という法
的効力を備えた権利行使として、方針を樹立・
整備・実行しなければならないのである。わが
現行の法制度は、その前段＝一段階をいまだク
リアーしていないのであり、その次元の問題解
決をせずにWLB方針を打ち出している。
それは、本論でみてきた通り、本方針を受け
た国内各職場の現在の戸惑いあるいは困難の受
け止め情況に現われている。つまり、WLB方
針はわが国職場にとってその目標とするところ
は当然必要と考えるわけで、「憲章」および「行
動指針」に沿ったプランづくりは各々使用者側
の立案を根拠に打ち出される。しかし、その具
体的実効性については各職場とも何らの見通
し、確信も得られていない実態が多くみられ
る。特に、問題となるのはWLB方針とは職場
内の全構成員がまさに仕事と生活を調和させつ
つ、職場を通した人間として生きがいのある生
活を形成すべき方針であって、その実現に向け
る取組みの確実な実効性が確保できないこと、
そしてその方針実現のなかに労働者の民主的な
意思を表明し得る仕組みが確保されないことと
である。
このように、わが国現段階の社会的・法的制
度の下において、WLB方針が実際に効果的に
推進されて行けるのかについて深刻な現状を指
摘しなければならない。本稿の指摘が杞憂とな
ることを祈りたい。
注
（１）労使関係の自由・平等ならざる契約関係の本質と
それに関する法制度につき、外尾健一著作集・第３
巻『労働権保障の法理Ⅰ』（信山社刊）11頁以下参照。
（２）現在の国際的規模での労働者の働き方の多様化お
よび女性の就業率の向上等の実態的研究につき、権
文英子「国際比較からみる日本のWLB」（「ジュリス
ト」第1383─2009年８月１・15合併号）10頁以下参照。
（３）小澤考人「日本版WLB施策の現状と問題点─欧米
との対照に基づく『憲章』の検討を中心として─」（社
会文化学会『社会文化研究』第11号・2009年３月刊）
37頁以下参照）。
（４）小澤考人・同上57頁および38頁─39頁。
（５）小澤考人・同上40頁
（６）小澤考人・同上39頁─40頁。
（７）小澤考人・同上44頁参照。また、権文英子・前掲
によると、米・英のWLBの用語使用以前から北欧諸
国のスウェーデン等において、1930年以降男女が共
に仕事と家庭の両立に取組むべく育児休業や公的保
育制度の整備がなされていたとの指摘も注目される
（11頁および15頁以下参照）。
（８）小澤考人・同上35頁および45頁。
（９）「憲章」および「行動指針」公表後の平成20年１月に、
内閣府に「仕事と生活の調和推進室」が設置され、
同年を「ワーク・ライフ・バランス元年」と位置づ
け官民一体の国民運動の姿勢が示された。
（10）同条約の制定過程から、そのわが国の批准経過と
その内容の取組みに関して、日本女性差別撤廃条約
NGOネットワーク編「女性差別撤廃条約とNGO『日
本レポート審議』を活かすネットワーク」（明石書店
刊）16頁以下および154頁以下参照。
（11）同法の進捗状況については、最近、内閣府男女共
同参画局発行「共同参画」誌（平成21年７月発刊）
の特集「男女共同参画の10年の軌跡と今後に向けて
の視点─平成21年版同白書の公表─」で報告されて
いる。その法の“理念についての進捗状況”として、
「…基本理念の進展状況について、10年前と比較する
と『どちらかと言えば前進した』と考える者が最も
多く…男女別にみると、いずれの理本理念も男性の
方が女性よりも前進している…」との統計分析がみ
られる（２頁以下）。
（12）この点については、「労働判例」（別冊）・「2006年版
労働時間管理ハンドブック『ワークライフバランス
と労働時間』74頁─75頁参照。
（13）「ジュリスト」前掲・９頁、なお同６頁で内閣府　
WLB推進室は、「最近の経済状況の悪化の中で、
WLBに向けた取組が停滞することを懸念する声が聞
かれることから…平成21年４月に『緊急宣言─今こ
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そWLBの推進を』を公表した」とする。今後の進展
を注目しなければならない。
（14）当労働調査会は、各種多様な取組み資料を公けに
しているが、ここでは同会出版局編「こうして手に
する仕事と生活の調和─WLBへの取組みのヒントと
企業事例─」（平成20年２月全基連発行）28頁以下を
整理して要点をまとめたものである。
なお、これらの取組みに対し、国の支援制度とし
て次の活用を奨励する。（１）労働時間等設定改善法
に基づき同業種の二以上の共同の「改善計画」が国
から承認された場合、“改善推進助成金”（最上限500
万円）、さらに各地労働局長の認定を要件に、（２）“中
小企業労働時間適正化促進助成金”（同100万円）、上
要件に（３）“職場意識改善助成金”（同150万円）等が
支給されることになっている。この点については、
平成20年５月同編・発行「ワーク・ライフ・バラン
ス─あなたを活かす、会社を活かす」56頁以下参照。
（15）前掲「こうして手にする仕事と生活の調和─WLB
への取組みのヒントと企業事例─」183頁。
（16）前掲・平成20年５月「ワーク・ライフ・バランス
─あなたを活かす、会社を活かす」63頁参照。
（17）労使関係の特にわが国におけるその伝統的ないし
現実的な特性の考察については、拙稿「労働契約に
おける当事者意思の考察─労働契約法運用における
問題点─」（「盛岡大学紀要」第24号・2007年）14頁以
下、同「有期労働契約下の労働者の現状と法的問題
点」（「同紀要」第25号・2008年）４頁以下を参照され
たい。
（18）この点につき、同旨の指摘が小澤考人・前掲39頁
に、「WLB施策の具体的な基軸…の重要なポイント
…第一・第二」と、本文論述の順序では「第二・第一」
において指摘しているところである。
（19）中窪裕也「アメリカ労働法」（弘文堂、平成７年）
118頁。
（20）片岡昇「英国労働法理論史」（有斐閣、昭和31年）
37頁。
（21）現行法規定として、唯一、平成20年３月１日施行
の「労働契約法」第３条３項に「労働契約は、労働
者及び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締
結し、又は変更すべきものとする」と規定されたが、
その実行のための前提として、同条１項に「労働契
約は、労働者及び使用者が対等の立場における合意
…」つまり本文上述の「労働組合法」第１条１項を
示すのみである。
（22）最近、日本労働法学会で次のような主張が為され
ている。すなわち「日本では伝統的に、国家が画一
的な最低労働条件を設定するとともに、労働組合に
よる団体交渉を促進してきた。しかし近年では、経
済のグローバル化、就労形態の多様化、労働者の価
値観の多様化等が進み、国家の画一的規制では問題
状況の複雑化に対応できなくなっている。こうした
状況では、現場の事情に詳しい労使の意思を尊重し
て柔軟な労働条件決定を認める方が合理的である…
国家規制（最低基準規制）の強行性を、特に労使の
集団的合意によって解除する場面に注目し、これを
国家規制の『柔軟化』の問題として位置づけ」「国家
が…労働条件の種類・重要性に応じて規範設定の担
い手を選択し、手続・要件を整備することで、労働
者の意見を踏まえ、労働者保護にも十分配慮した
ルールが形成されるように支援していく…」方向性
の考察を要するとされる（桑村裕美子「労働者保護
法の現代的展開─労使合意に基づく法規制柔軟化を
めぐる比較的考察─」（「日本労働法学会誌」第114号・
2009年10月刊）95頁および109頁。
しかし、わが国の現行法制および労使関係の実態
からみれば、この主張は米・英のような一段階をク
リアーし得ている国家で可能であり、現在のわが国
での可能性はあり得ないと考える。あくまでも将来
の法制と労使関係の発展を期することが前提である。
（23）小澤考人・前掲47頁。
（24）この考察と同様の考え方をより具体的に指摘され
ている小澤考人・前掲49頁以下を参照されたい。
（25）「ジュリスト」前掲61頁以下、なお“アドバイザー
全体の評価”は64頁以下参照。
（26）なお、東北ブロックの実例として「東北ブロック
WLB推進会議」が平成19年10月に発行した「 WLB
推進のための取組好事例集」（同年８月に実施したア
ンケート集計結果の分析紹介）があり、その時点で
の取組み目標と体制整備とが打ち出されている（全
18事業所）。そのほとんどの事例は長時間労働の改善
および年次有給休暇の多様な取得制度の工夫、育
児・介護制度の充実等の点の着手事例、あるいはそ
れら方針策定の段階事例が中心となっている。
（27）この点につき、上掲「労働判例」（別冊）374頁─
375頁参照。
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